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   2026 年１月 14日 

各 位  

株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングス 

代表取締役社長  川井 潤  

(コード番号：3387  東証プライム)  

問い合わせ先 取締役 CFO 大内 源太 

電話 03-5488-8022  

  

株式会社ロンの株式取得に関するお知らせ  

  

当社は、本日開催の取締役会において、大阪市内にて「グリル RON」をはじめとした洋食店とトン

テキ店の運営を行う株式会社ロンの全株式を取得し、連結子会社とすること（以下、「本件」とい

う。）を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

1. 株式取得の理由 

株式会社ロンは、大阪・梅田エリアを中心に、業歴 42年と長年お客様に支持され続けている洋

食店「グリル RON」や、分厚い豚肉をニンニクの効いた特製ソースで焼き上げた「大阪トンテキ」

など 10 店舗を展開しております。 

同社は、“お客様「感動・満足」経営”を掲げ、利便性の高い梅田の主要商業施設（阪急三番

街、阪神梅田本店、大阪駅前ビル、ホワイティうめだ等）において、ビジネスパーソン、買い物

顧客、近隣住民の方々などの多様なニーズに応える「味・ボリューム・スピード」を兼ね備えた

メニューと高効率なオペレーションを提供し、当該エリアにおいて確固たるブランド認知と顧客

基盤を築いております。当社グループが有する物件開発情報や運営管理手法等を活用することに

より、株式会社ロンが築いてきたブランド価値の更なる向上を期待できるものと考えております。 

また、本件の取り組みを通じて、日常食としての洋食カテゴリー事業の更なる深化、ネクスト

コアブランドの育成によるブランドポートフォリオの強化、更にはグループ内フランチャイズ展

開等のシナジーを創出し、当社グループの企業価値向上につながるものと判断し、同社の株式を

取得することといたしました。 

  

2. 取得する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社ロン 

（２） 所 在 地 大阪市北区曽根崎新地一丁目３番 23 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 須藤 光美 

（４） 事 業 内 容 飲食店の経営（「グリル RON」「大阪トンテキ」等の運営） 

（５） 資 本 金 40 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1983 年４月１日 

（７） 大株主及び持株比率 個人株主２名 100.0％ 
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（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態           （単位：百万円） 

 2023 年３月期 2024 年３月期 2025 年３月期 

 純 資 産 606 628 693 

 総 資 産 845 846 907 

 １ 株当 たり 純資産 （円 ） 757,602 785,247 867,089 

 売 上 高 1,225 1,167 1,235 

 営 業 利 益 △3 19 61 

 経 常 利 益 83 46 80 

 当 期 純 利 益 56 22 65 

 １株当たり当期純利益（円） 70,705 27,644 81,842 

 １ 株当 たり 配当金 （円 ） - - - 

 

 

 

 

 

  

 

 

3. 株式取得の相手先の概要 

株式取得の相手先との守秘義務に基づき個人株主２名の氏名・住所は非開示とさせていただき

ます。なお、当社と当該株主との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。 

 

4. 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.00％） 

（２） 取 得 株 式 数 

800 株 

（議決権の数：800 個） 

（議決権所有割合：100.00％） 

（３） 取 得 価 額 

株式会社ロンの普通株式    887 百万円 

アドバイザリー費用等      76 百万円 

合計                963 百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

800 株 

（議決権の数：800 個） 

（議決権所有割合：100.00％） 
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5. 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026 年１月 14日 

（２） 契 約 締 結 日 2026 年１月 14日 

（３） 株 式 取 得 日 2026 年３月１日（予定） 

 

6. 今後の見通し 

当期（2026 年２月期）の連結業績に与える影響は軽微であります。今後開示すべき事項が発生

した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

 

以 上  


